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セレンディップ・ホールディングス株式会社



連結注記表

１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　６社

・連結子会社の名称　　　　　天竜精機株式会社

　　　　　　　　　　　　　　佐藤工業株式会社

　　　　　　　　　　　　　　三井屋工業株式会社

　　　　　　　　　　　　　　セレンディップ・テクノロジーズ株式会社

　　　　　　　　　　　　　　セレンディップ・フィナンシャルサービス株式会社

　　　　　　　　　　　　　　株式会社アペックス

・連結の範囲の変更　　　　　当連結会計年度において、株式会社アペックスを株

式取得により連結の範囲に含めております。

② 非連結子会社の状況

　該当事項はありません。

(2) 持分法の適用に関する事項

① 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

・持分法適用の関連会社数　　　　　　１社

・持分法適用の関連会社の名称　　　　日本ものづくり事業承継投資株式会社

・持分法適用の範囲の重要な変更　　　当連結会計年度において、新規設立により

日本ものづくり事業承継投資株式会社を当

連結会計年度から持分法適用の範囲に含め

ております。

② 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況

　該当事項はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ. 売買目的有価証券

　　該当事項はありません。

ロ. 満期保有目的の債券

　　該当事項はありません。
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建物及び構築物 ７年～38年

機械装置及び運搬具 ２年～12年

工具、器具及び備品 ２年～10年

ハ. その他有価証券（営業投資有価証券を含む）

・市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

ニ. 棚卸資産

・製品、原材料、仕掛品 当社及び連結子会社は、主として総平均法による

原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ. 有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び連結子会社は、主として定率法を採用し

ております。ただし、1998年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４

月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物、

工具、器具及び備品に含まれる金型については定

額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

ロ. 無形固定資産（リース資産を除く）

・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法を採用しております。

・その他の無形固定資産 定額法を採用しております。

ハ. リース資産

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同

一の方法を採用しております。

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とす

る定額法を採用しております。

③ 重要な引当金の計上基準

イ. 貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。
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ロ. 賞与引当金 当社及び一部の連結子会社は、従業員等の賞与支

給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結会

計年度に負担すべき額を計上しております。

ハ. 製品保証引当金 一部の連結子会社は、販売済製品に係る一定期間

の無償補修費の支出に備えるため、過去の実績率

に基づき計上しております。

ニ. 受注損失引当金 一部の連結子会社は、受注製品に係る将来の損失

に備えるため、損失の発生が見込まれ、かつ、そ

の金額を合理的に見積もることができる製品につ

いて、損失見込額を計上しております。

④ 収益及び費用の計上基準

　当社及び連結子会社は、以下の５ステップアプローチに基づき、収益を認識して

おります。

　ステップ１：顧客との契約を識別する

　ステップ２：契約における履行義務を識別する

　ステップ３：取引価格を算定する

　ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する

　ステップ５：企業が履行義務の充足時に収益を認識する

　当社及び連結子会社は、プロフェッショナル・ソリューション、インベストメン

ト、モノづくりの各事業を展開し、サービス提供、製品製造及び販売等を行ってお

り、それぞれ以下の通り収益を認識しております。
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イ．プロフェッショナル・ソリューション事業

　当事業ではプロ経営者派遣、エンジニア派遣及びソフトウェア受託開発を行って

おり、プロ経営者派遣、エンジニア派遣取引は、顧客が求めるソリューションをサ

ービス提供期間にわたり提供するものであり、契約に基づき顧客にサービスが提供

される時間の経過に応じて履行義務が充足されると判断しており、役務を提供する

期間にわたり顧客との契約において約束された金額を按分し収益を認識しておりま

す。ソフトウェア受託開発取引は、開発中のシステム等を他の顧客又は別の用途に

振り向けることができず、完了した作業に対する支払いを受ける権利を有します。

そのため、少額かつごく短期な契約を除き、履行義務を充足するにつれて、一定の

期間にわたり収益を認識しております。なお、履行義務の充足にかかる進捗率の見

積りの方法は、見積総原価に対する実際原価の割合（インプット法）で算出してお

ります。少額かつごく短期な契約については完全に履行義務を充足した時点で収益

を認識しております。

　履行義務の対価は、履行義務を充足してから主として１年以内に受領しており、

重要な金融要素は含んでおりません。

　取引価格の履行義務への配分額の算定にあたっては、１つの契約につき複数の履

行義務は識別されていないため、取引価格の履行義務への配分は行っておりませ

ん。

ロ．インベストメント事業

　当事業ではフィナンシャル・アドバイザリー等を行っており、フィナンシャル・

アドバイザリー取引は顧客が求めるソリューションをサービス提供期間にわたり提

供するものであり、契約に基づき顧客にサービスが提供される都度履行義務が充足

されると判断しており、役務を提供する都度顧客との契約において約束された金額

を収益認識しております。

　履行義務の対価は、履行義務を充足してから主として１年以内に受領しており、

重要な金融要素は含んでおりません。

　取引価格の履行義務への配分額の算定にあたっては、１つの契約につき複数の履

行義務は識別されていないため、取引価格の履行義務への配分は行っておりませ

ん。
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ハ．モノづくり事業

　当事業では自動車部品製造販売、専用自動機開発製造販売及び試作品製作を行っ

ており、自動車部品製造販売取引は、主に製品が受入先で検収された時点で顧客に

支配が移転されたものとして収益を認識しております。専用自動機開発製造販売取

引及び試作品製作は、進捗部分についての履行が、他に転用できる資産を創出せ

ず、かつ、現在までに完了した履行に対する支払いを受ける強制可能な権利を有し

ています。そのため、少額かつごく短期な契約を除き、履行義務を充足するにつれ

て、一定の期間にわたり収益を認識しております。なお、履行義務の充足にかかる

進捗率の見積りの方法は、見積総原価に対する実際原価の割合（インプット法）で

算出しております。少額かつごく短期な契約については完全に履行義務を充足した

時点で収益を認識しております。

　履行義務の対価は、履行義務を充足してから主として１年以内に受領しており、

重要な金融要素は含んでおりません。

　取引価格の履行義務への配分額の算定にあたっては、１つの契約につき複数の履

行義務は識別されていないため、取引価格の履行義務への配分は行っておりませ

ん。

⑤ 重要なヘッジ会計の方法

　該当事項はありません。

⑥ その他連結計算書類の作成のための重要な事項

イ. 退職給付に係る会計処理の方法

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給

付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適

用しております。

ロ. 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務について決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。

ハ. のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、投資効果の発現する期間を見積り、当該期間におい

て均等償却を行っております。
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当連結会計年度

のれん 65,494千円

当連結会計年度

繰延税金資産

（純額）
133,848千円

２. 会計上の見積りに関する注記

(1) のれんの評価

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　当社グループは当連結会計年度において、のれんについては減損の兆候はないと

判断し、減損損失は認識しておりません。

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

イ．算出方法

　のれんについて、「固定資産の減損に係る会計基準」に従い、減損の兆候の

有無を検討しております。減損の兆候が識別された場合には、将来の中期経営

計画を基礎に算定されたのれんの残存償却期間内の割引前将来キャッシュ・フ

ローと帳簿価額を比較して減損損失の認識の要否を判定します。そして、減損

損失を認識すべきと判定されたのれんについては、回収可能価額まで減額し、

減損損失を計上することになります。

ロ．主要な仮定

　中期経営計画に基づく将来キャッシュ・フローの主要な仮定は、売上高の成

長見込みと判断しております。

ハ．翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

　上記の仮定は経営者の 善の見積りによって決定されますが、買収先の企業

が属する業界の事業環境の変化等により影響を受ける可能性があり、仮定の見

直しが必要となった場合には翌連結会計年度の連結計算書類において、のれん

の金額に重要な影響を与える可能性があります。

(2) 繰延税金資産の回収可能性

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（繰延税金負債と相殺前の金額は、183,316千円であります。）
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当連結会計年度

売上高 835,006千円

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

イ．算出方法

　将来減算一時差異に対して、将来の収益力に基づく課税所得及びタックス・

プランニングに基づき、繰延税金資産の回収可能性を判断しております。課税

所得の見積りは各社毎の中期経営計画を基礎としており、当該計画における１

～３年の収益力に基づく一時差異等のスケジューリングの結果で繰延税金資産

を見積もっております。

ロ．主要な仮定

　課税所得の見積りの基礎となる中期経営計画における主要な仮定は、一部の

子会社における予想販売数量であります。予想販売数量は、主要顧客の内示情

報を基に見積りを行っております。

ハ．翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

　上記の仮定は経営者の 善の見積りによって決定されますが、見積りの不確

実性が内在し、仮定の見直しが必要となった場合には、課税所得の見積額が変

動することにより、繰延税金資産の回収可能性の判断に重要な影響を与える可

能性があります。

(3) 一定の期間にわたり履行義務を充足する契約における収益認識

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　上記の金額は、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識するもののう

ち、当連結会計年度末時点で進捗度が100％未満の履行義務に係る売上高の金額で

あります。

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

イ．算出方法

　当社グループは、一定の期間にわたり充足される履行義務について、期間の

ごく短い契約を除き、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基

づき一定の期間にわたり収益を認識しております。進捗度の見積りについて

は、見積原価総額に対する実際発生原価の割合に基づくインプット法を使用し

ております。

ロ．主要な仮定

　収益認識の基礎となる原価総額の見積りにおける主要な仮定は、設計開発・

製造製作業務に伴い発生が見込まれる工数及び購買・外注費等であります。
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現金及び預金 24,344千円

建物及び構築物 955,839千円

土地 2,081,397千円

投資有価証券 1,650,195千円

保険積立金 16,662千円

計 4,728,438千円

（注）上記の担保に供している資産のほか、連結計算書類上相殺消去され

ている連結子会社株式1,000,000千円を担保に供しております。

１年内返済予定の長期借入金 349,763千円

長期借入金 3,463,278千円

計 3,813,041千円

受取手形 108,920千円

売掛金 2,350,654千円

契約資産 835,006千円

計 3,294,581千円

(3) 有形固定資産の減損損失累計額

有形固定資産の減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

ハ．翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

　上記の仮定は経営者の 善の見積りによって決定されますが、その見積りに

関しては、一定の不確実性を伴うため、業務内容の変更や追加業務の発生等に

より見直しが必要となった場合、翌連結会計年度以降の連結計算書類に重要な

影響を与える可能性があります。

３. 連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産

② 担保に係る債務

（2）受取手形、売掛金及び契約資産のうち顧客との契約から生じた債権及び契約資産
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貸出コミットメントの総額 3,000,000千円

借入実行残高 600,000千円

差引額 2,400,000千円

普通株式 4,550,320株

普通株式 262,460株

(4) 貸出コミットメント契約

　当社グループは、資本効率の向上を図りつつ、機動的な資金調達を行うため、金

融機関と貸出コミットメント契約を締結しております。当連結会計年度末における

貸出コミットメント契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

４. 連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

(2) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額等

　　該当事項はありません。

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年

度になるもの

　　該当事項はありません。

(3) 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していない

ものを除く。）の目的となる株式の種類及び数
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５. 金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、短期的な運転資金及び投資計画に照らして、必要な資金を銀行

借入により調達しております。デリバティブ取引は行わない方針であります。

② 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形、売掛金及び契約資産は、顧客の信用リスクに晒されて

おります。

　当社グループが保有する営業投資有価証券及び投資有価証券は、主に株式等であ

り、純投資目的及び事業推進目的で保有しております。これらのうち上場株式につ

いては、市場価格の変動リスクに晒されております。また、未上場株式等について

は、未上場企業が、上場企業に比べ、収益基盤や財政基盤が不安定で経営資源も制

約されることから、経済環境等の影響を受けやすいため、以下のリスクが存在しま

す。

a．投資によってキャピタルゲインが得られるかどうかについての確約はありま

せん。

b．投資によってキャピタルロスが発生する可能性があります。

　営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、そのほとんどが１年以内

の支払期日であります。

　借入金は、主に設備投資に係る資金調達及び買収資金調達を目的としたものであ

り、償還日は 長で決算日後12年であります。このうち一部は、金利の変動リスク

に晒されております。

③ 金融商品に係るリスク管理体制

イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、債権管理規程に従い、営業債権について、経理部が主要な取引先の

状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとと

もに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っておりま

す。連結子会社についても、当社の債権管理規程に準じて、同様の管理を行っ

ております。

ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　営業投資有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取

引先企業）の財務状況等を把握し、また、満期保有目的の債券以外のものにつ

いては、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しておりま

す。連結子会社についても、当社に準じて、同様の管理を行っております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いをできなくなるリスク）の管

理

　当社は、各部署からの報告に基づき、経理部が適時に資金繰り計画を作成・

更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しており

ます。連結子会社についても、当社に準じて、同様の管理を行っております。
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連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

① 営業投資有価証券及び投資有価証券 1,692,636千円 1,694,936千円 2,300千円

② 長 期 借 入 金 （5,439,277） （5,440,222） 945

区分
当連結会計年度

（2023年３月31日）

営業投資有価証券及び投資有価証券

非上場株式 113,053千円

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条

件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2023年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりであります。

（注）１．「現金及び預金」については、現金であること、及び預金は短期間で決済さ

れるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略してお

ります。

２．「受取手形、売掛金及び契約資産」「支払手形及び買掛金」「電子記録債

務」「短期借入金」については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に

近似するものであることから、記載を省略しております。

３．負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

４．長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金を含めております。

５．市場価格のない株式等については、上表には含めておりません。当該金融商

品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じ

て、以下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場にお

いて形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関す

る相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のイン

プット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時

価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それら

のインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が も低

いレベルに時価を分類しております。
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区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

営業投資有価証券及び

投資有価証券

　その他有価証券

　　株式 1,655,560 35,425 － 1,690,986

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

営業投資有価証券及び

投資有価証券

　その他有価証券

　　その他 － 3,950 － 3,950

長期借入金 － 5,440,222 － 5,440,222

① 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

② 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

　営業投資有価証券及び投資有価証券

　国内上場株式については取引所の価格により算出しているため、レベル１の時

価に分類しておりますが、公表された相場価格を用いていたとしても市場が活発

でない場合にはレベル２の時価に分類しております。

　投資信託等の公正価値については、有価証券の活発な市場が存在しないもの

の、投資信託等公表されている基準価格等がある場合は、それらの情報に基づき

公正価値を算定しており、レベル２の時価に分類しております。

　長期借入金

　長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利に基づいて利率

を見直しており、当社の信用状態は実行後大きく異なっていないため、時価は帳

簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。固定金利によ

るものは、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で

割り引いた現在価値により算定しており、いずれもレベル２の時価に分類してお

ります。
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報告セグメント

合計プロフェッショナ

ル・ソリューション

事業

インベストメント

事業
モノづくり事業 計

プロ経営者派遣 239,787 － － 239,787 239,787

エンジニア派遣 620,814 － － 620,814 620,814

投資・Ｍ＆Ａ関連 － 104,159 － 104,159 104,159

オートモーティブ

サプライヤー
－ － 11,801,036 11,801,036 11,801,036

ＦＡ装置製造 － － 1,883,036 1,883,036 1,883,036

試作品製作 － － 546,592 546,592 546,592

合計 860,601 104,159 14,230,665 15,195,426 15,195,426

一時点で移転され

る財及びサービス
14,770 500 12,419,392 12,434,662 12,434,662

一定の期間にわた

り移転される財及

びサービス

845,831 103,659 1,811,272 2,760,763 2,760,763

合計 860,601 104,159 14,230,665 15,195,426 15,195,426

当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 1,672,547千円

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 2,459,575

契約資産（期首残高） 685,523

契約資産（期末残高） 835,006

契約負債（期首残高） 70,594

契約負債（期末残高） 58,160

６. 収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は、「１．連結計算書類の作成のための基本

となる重要な事項に関する注記等(4)会計方針に関する事項④収益及び費用の計上基

準」に記載のとおりであります。

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

① 契約資産及び契約負債の残高等

　契約資産は、プロ経営者派遣、エンジニア派遣、ソフトウェア開発受託契約、専用

自動機開発製造契約及び試作品製作契約について、期末日時点で履行義務を充足し受

け取る対価に対する当社及び連結子会社が有する権利でありますが、対価を受け取る

ための条件を満たしていないものであります。契約資産は、顧客への請求権の発生時
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(1) １株当たりの純資産額 1,036円40銭

(2) １株当たりの当期純利益 71円53銭

(3) 潜在株式調整後１株当たりの当期純利益 69円16銭

に顧客との契約から生じた債権に振替えられます。

　契約負債は、プロ経営者派遣、専用自動機開発製造契約及び試作品製作契約につい

て、顧客から受け取った前受金に関するものであります。契約負債は、収益の認識に

伴い取り崩されます。

　当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債に含まれていた額

は、33,896千円であります。

　当連結会計年度において、契約資産が149,482千円増加及び契約負債が12,433千円

減少した主な理由は、専用自動機開発製造契約における収益の認識によるものであり

ます。

　過去の期間に充足(又は部分的に充足)した履行義務から、当連結会計年度に認識し

た収益の額はございません。

② 残存履行義務に配分した取引価格

　当社グループにおいては、当初の予想契約期間が1年を超える重要な取引がないた

め、実務上の便法を適用し、残存履行義務に関する情報の掲載を省略しております。

７. １株当たり情報に関する注記

８. その他の注記

　該当事項はありません。
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建物 ８年～15年

工具、器具及び備品 ３年～10年

個別注記表

１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

　① 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

　② その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）を採用しております。

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、2016年４月

１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につ

いては、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

② 無形固定資産（リース資産を除く）

・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法を採用しております。

③ リース資産

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同

一の方法を採用しております。

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とす

る定額法を採用しております。

(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。ただし、当事業年度

は貸倒の実績及び個別に回収不能と見込まれる債

権残高がないため、貸倒引当金を計上しておりま

せん。

② 賞与引当金 執行役員等の賞与支給に備えるため、賞与支給見

込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上して

おります。
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当事業年度

関係会社株式 2,101,921千円

(4) 収益及び費用の計上基準

　当社は、以下の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する

ステップ２：契約における履行義務を識別する

ステップ３：取引価格を算定する

ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する

ステップ５：企業が履行義務の充足時に収益を認識する

　当社は、後継者不在や近代経営の複雑化・高度化に対応した経営管理体制が十分

に構築されていない中堅・中小企業に対して、当社よりプロフェッショナル人材を

派遣し中小企業経営の近代化に資する総合的なソリューション、ＩｏＴツールを活

用した製造現場改善等のソリューションを提供しております。

　当サービスは、サービス提供期間にわたり顧客へ財又はサービスの移転が行われ

るため、少額かつごく短期な契約を除き、契約期間に応じて均等按分し、収益を認

識しております。

　また、当社は協働ロボット導入支援、自社開発ＩｏＴツールのライセンス販売

（使用許諾）等のソリューションを提供しております。

　当サービスは、主として製造現場用の協働ロボット等の物品販売、自社開発Ｉｏ

Ｔツールのライセンス販売を行っており、物品を顧客に引き渡す義務又はライセン

スを供与する義務を負っております。当該履行義務は、物品については顧客に引き

渡される一時点で充足されるものであり、又ライセンス販売についてはライセンス

供与時に充足されるものであり、引渡時点又はライセンス供与時（一時点）におい

て収益を認識しております。

　履行義務の対価は、履行義務を充足してから主として１年以内に受領しており、

重要な金融要素は含んでおりません。

　取引価格の履行義務への配分額の算定にあたっては、１つの契約につき複数の履

行義務は識別されていないため、取引価格の履行義務への配分は行っておりませ

ん。

(5) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　該当事項はありません。

２. 会計上の見積りに関する注記

関係会社株式の評価

① 当事業年度の計算書類に計上した金額
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② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

イ．算出方法

　当社は、市場価格のない関係会社株式の評価において、関係会社の財政状態

が悪化もしくは超過収益力が減少したために実質価額が著しく低下した場合

に、関係会社の中期経営計画を勘案したうえで、関係会社株式の実質価額の回

復可能性を判断しております。

ロ．主要な仮定

　実質価額の見積りには関係会社の将来の中期経営計画を用いており、その主

要な仮定は関係会社の売上高の成長見込みと判断しております。

ハ．翌事業年度の計算書類に与える影響

　上記の仮定は経営者の最善の見積りによって決定されますが、将来の不確実

な経済条件の変動等によって影響を受ける可能性があり、仮定の見直しが必要

となった場合には翌事業年度の計算書類において、関係会社株式の評価に重要

な影響を与える可能性があります。
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関係会社株式 1,000,000千円

計 1,000,000千円

連結子会社の借入金 2,000,000千円

計 2,000,000千円

株式会社アペックス 390,000千円

計 390,000千円

① 短期金銭債権 407,952千円

② 長期金銭債権 66,000千円

③ 短期金銭債務 376,085千円

④ 長期金銭債務 500,000千円

貸出コミットメントの総額 1,500,000千円

借入実行残高 100,000千円

差引額 1,400,000千円

関係会社との取引高

営業取引による取引高

営業収益 466,965千円

営業費用 54,961千円

営業取引以外の取引高

営業外収益 1,303千円

営業外費用 7,126千円

３. 貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産

② 担保に係る債務

(2) 保証債務

他の会社の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っております。

(3) 関係会社に対する金銭債権、債務

(4) 貸出コミットメント契約

　当社は、資本効率の向上を図りつつ、機動的な資金調達を行うため、金融機関と貸

出コミットメント契約を締結しております。当事業年度末における貸出コミットメン

ト契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

４. 損益計算書に関する注記
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普通株式 228,280株

繰延税金資産

税務上の繰越欠損金 16,423千円

未払事業税 1,206千円

固定資産税 35千円

賞与引当金 4,758千円

関係会社執行役員負担金 9,840千円

株式報酬費用

資産除去債務

272千円

3,110千円

減価償却費 391千円

繰延税金資産小計 36,039千円

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △16,423千円

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △12,975千円

繰延税金資産合計 6,640千円

繰延税金負債

　資産除去債務 2,792千円

繰延税金負債合計 2,792千円

繰延税金資産の純額 3,847千円

５. 株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

６. 税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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種 類 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者との関係 取引内容
取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）

子 会 社
天 竜 精 機
株 式 会 社

直接 100.0％
所有

　

経営指導
役員の派遣
資金の借入

経営指導料
の 収 受
（注）１

100,800 － －

資金の預り
（注）２

－
関 係 会 社
長期借入金

500,000

利息の支払
（注）２

4,999 － －

子 会 社
佐 藤 工 業
株 式 会 社

直接 100.0％
所有

　

経営指導
役員の派遣
資金の借入

経営指導料
の 収 受
（注）１

100,800 売 掛 金 9,240

資金の預り
（注）２

833 － －

利息の支払
（注）２

5 － －

子 会 社
三 井 屋 工 業
株 式 会 社

直接 100.0％
所有

　

経営指導
役員の派遣
従業員の出向
業務の委託
資金の預託

経営指導料
の収受
（注）１

100,800 売 掛 金 9,240

関係会社株
式の担保提
供（注）５

1,000,000 － －

業務委託料
（注）３

10,480 － －

出向人件費
（注）４

12,590 未 払 金 987

資金の貸付
（注）２

36,166
関係会社短
期 貸 付 金

234,000

13,833
関係会社長
期 貸 付 金

66,000

利息の受取
（注）２

254 － －

子 会 社
セレンディッ
プ・テクノロジ
ーズ株式会社

直接 100.0％
所有

　

経営指導
役員の派遣
業務の委託
資金の借入
資金の預託

経営指導料
の収受
（注）１

48,000 売 掛 金 4,400

業務委託料
（注）３

21,434 未 払 金 5,676

資金の預り
（注）２

209,429
関係会社短
期 借 入 金

218,867

資金の貸付
（注）２

12,500 － －

利息の支払
（注）２

1,993 － －

利息の受取
（注）２

126 － －

７. 関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等
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子 会 社

セレンディッ
プ・フィナンシ
ャルサービス
株 式 会 社

直接 100.0％
所有

　

経営指導
役員の派遣
従業員の出向
資金の預託
業務の受託
業務の委託

経営指導料
の収受
（注）１

54,000 売 掛 金 4,950

業務受託料
（注）３

45,993 － －

業務委託料
（注）３

9,700 未 払 金 495

出向人件費
（注）４

34,797 未 収 入 金 5,899

資金の貸付
（注）２

102,500
関係会社短
期 貸 付 金

130,000

利息の受取
（注）２

922 － －

関係会社株
式の取得
（注）６

72,000 － －

子 会 社
株 式 会 社
ア ペ ッ ク ス

直接 100.0％
所有

　

経営指導
役員の派遣
資金の借入

経営指導料
の収受
（注）１

16,500 売 掛 金 6,050

資金の預り
（注）２

150,000
関 係 会 社
短期借入金

150,000

利息の支払
（注）２

127 － －

債務保証
（注）７

390,000 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１. 経営指導料の収受については、新規当社グループ入り子会社は投資委員会規程

等の社内規程に基づいた手続き及び決議、当社グループ入り後の子会社は予算

管理規程等の社内規程に基づいた手続き及び決議を経たうえで、当社が当社グ

ループ全体の長期的な視点で各子会社の経営全般の指導を行うために要する工

数、事業規模及び複雑性等を勘案して決定しております。
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(1) １株当たりの純資産額 586円80銭

(2) １株当たりの当期純損失 △15円58銭

(3) 潜在株式調整後１株当たりの当期純損失 △15円06銭

２. 資金の貸付及び資金の預りは、当社が当社グループ各社との間で契約を締結し

ているCMS（キャッシュ・マネジメント・システム）に係るものであり、取引

金額は期中の平均残高を記載しております。また、利息は市場金利を勘案して

合理的に決定しております。

３．業務内容を勘案して、双方協議の上で決定しております。

４．出向元の給与を基準にして、双方協議の上で決定しております。

５. 関係会社株式の担保提供については、三井屋工業株式会社の借入金2,000,000

千円を担保するために金融機関との間で締結した株式根質権設定契約に基づく

ものであります。当該担保の提供に対する担保料の提供は受けておりません。

６．関係会社株式の取得価格については、株価評価を勘案して決定しており、支払

条件は一括現金払であります。

７．金融機関からの借入につき、債務保証を行っております。

８. 収益認識に関する注記

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　収益を理解するための基礎となる情報は、「１. 重要な会計方針に係る事項に関する注

記(4)収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

９. １株当たり情報に関する注記

10. 重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

11. その他の注記

　該当事項はありません。
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